
一般会計の決算

特別会計の決算

行財政改革取り組み実績

約6億1,900万円（目標を約2億3百万円上回る。）

99.4 103.3

公 債 費 管 理 39億2,848万円 39億2,848万円 100.0 101.3 39億2,848万円 100.0 101.3

給 与 費 等 管 理 52億3,945万円 52億　758万円 99.4 103.3 52億　758万円

100.0 95.5

光 熱 水 費 等 支 出 5億9,363万円 5億1,726万円 87.1 103.0 5億1,726万円 87.1 103.0

住宅新築資金等貸付事業 361万円 806万円 223.1 143.5 361万円

91.9 95.2公設地方卸売市場事業 2,143万円 2,331万円 108.8 99.5 1,969万円

97.1 100.6

公 共 下 水 道 事 業 11億6,956万円 9億4,203万円 80.5 101.1 9億　287万円 77.2 100.1

介 護 保 険 事 業 62億1,517万円 61億8,729万円 99.6 101.3 60億3,345万円

96.9 98.5

後 期 高 齢 者 医 療 8億5,521万円 8億4,583万円 98.9 107.0 8億2,177万円 96.1 106.6

対前年度(%) 歳　出 対予算(%) 対前年度(%)

国 民 健 康 保 険 事 業 91億3,006万円 91億3,912万円 100.1 99.1 88億5,128万円
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民生費
39.0%

総務費

14.0%

教育費

12.3%

公債費

14.7%

衛生費

6.3%

土木費

5.9% その他

7.8%

市税
29.4%

地方交

付税

17.0%国庫支

出金

15.0%

市債

12.6%

県支出

金7.9%

交付金及

び譲与税

5.5% その他

12.6%

地方自治法第２４３条の３第１項及び鳴門市財政

状況公表条例の規定により，平成２９年４月１日

から平成２９年９月３０日までにおける本市の財政

事情と平成２８年度における決算状況を公表します。

平成２９年１１月１日

鳴門市長 泉 理彦

本市では、平成２７年度から３２年度の６年間を

計画期間とした、「鳴門市スーパー改革プラン２０

２０」に基づき、市の全部門の全体最適を考慮し

ながら、財政健全化や行政経営の効率化、職員

と組織の能力向上などの課題に総力を挙げて取

り組み、経営体としての本市の総合力をさらに高

めていくこととしています。

255億143万円
分担金及び負担金，使用料及び手数料，
財産収入，寄附金，繰入金，繰越金，
諸収入

議会費，労働費，農林水産業費，
商工費，消防費

対予算比率

86.1%
対前年度比率

99.9%

対予算比率

89.0%
対前年度比率

99.9%

平成28年度取り組み実績額

歳入の確保 （約 4.41億円）

歳出の削減 （約△0.38億円）

特別会計及び地方公営企業会計の健全化 （約1.50億円）
定員管理・給与等の適正化 （約0.66億円）

246億5,598万円



（平成29年9月30日現在）

一般会計の状況

特別会計の状況 一時借入金

今年度末の地方債現在高見込み

市有財産の状況

市民負担の状況
●市税総額 ●一般会計地方債残高

72億5,000万円 283億7,133万円

1人当たり 1世帯当たり 1人当たり 1世帯当たり

※平成29年9月30日現在 世帯数 26,447世帯
人口 58,767人

70万円

合　　　計 349億  133万円

49億9,572万円 0万円 21億9,042万円 公設地方卸売市場事業 553万円

公 債 費 管 理 33億8,773万円 0万円 14億8,109万円 住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業

一 般 会 計 283億7,133万円

光 熱 水 費 等 支 出 5億9,833万円 0万円 2億6,517万円 特
別
会
計

公 共 下 水 道 事 業 65億2,377万円

給 与 費 等 管 理

公設地方卸売市場事業 2,099万円 941万円 732万円

住宅新築資金等貸付事業 271万円 588万円 1万円

介 護 保 険 事 業 61億6,298万円 26億2,372万円 25億1,645万円

公 共 下 水 道 事 業 12億　267万円 １億  537万円 1億　117万円

後 期 高 齢 者 医 療 8億4,623万円 2億8,874万円 2億5,231万円 特別会計 0 円

予　算 収入済額 支出済額

国 民 健 康 保 険 事 業 95億3,949万円 34億7,291万円 39億2,011万円 一般会計 0 円

14億9,900万円 交 付 金 及 び
譲 与 税

94万円

7億1,341万円

※平成28年度からの繰越分を含む。

28億　810万円
予 備 費

2,000万円

18億2,705万円
県 支 出 金

0万円

8,686万円
労 働 費

137万円

44億1,218万円
国 庫 支 出 金

6,683万円

14億9,444万円
災 害 復 旧 費

 1億　　　万円

40億7,944万円
地 方 交 付 税

0万円

歳　入　（依　存　財　源）
議 会 費

2億5,289万円

43億2,230万円
市 債

1億1678万円

200万円
商 工 費

2億2,664万円

4,696万円
財 産 収 入 農林水産業費

5億4,640万円

1,264万円 1億1,963万円

１億2,720万円
寄 附 金 消 防 費

7億6,774万円

9,047万円 7,144万円

2億1,565万円
分担金及び手数料 土 木 費

16億1,391万円

7,448万円 1億6,007万円

3億2,564万円
使用料及び賃貸料 衛 生 費

16億8,867万円

1億5,786万円 1億8,608万円

3億6,489万円
繰 越 金 総 務 費

26億6,202万円

8億4,545万円 3億2,928万円

8億9,365万円
諸 収 入 公 債 費

30億6,653万円

4億1,442万円 0万円

9億1,969万円
繰 入 金 教 育 費

56億9,698万円

9億　　74万円 25億4,117万円

歳　入　（自　主　財　源） 歳　出

72億5,000万円
市 税 民 生 費

96億4,050万円

43億4,613万円 34億4,004万円

《市税》

市民税，固定資産税，

軽自動車税など

《繰入金》

基金の取崩しなど

《地方交付税》

市の財政力に応じて国

から交付されるお金

《市債》

国や金融機関からの借入

《民生費》

高齢者や障害者の福祉

事業，生活保護，子ども

手当等の児童福祉など

《教育費》

幼稚園，小・中学校の整

備・運営，生涯学習など

《公債費》

市債の元金や利子

の償還費用

《総務費》
市役所管理運営，市民
協働，住民票発行など

予算額上位科目の説明

予算額上位科目の説明

317万6,621㎡ 有価証券 4,273万円

基金残高 25億6,739万円

123,369円 482,777円 1,072,762円

26万

3,236㎡

274,133円

歳　　出
予算額 262億8,365万円

支出額 70億3,226万円


